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( 2)  ( �g*ƒ ) �¹�B 27 �º�Ø�p�¸�Í( �Ó�ª�”�å)  

従業者数 
項  目 

総平均 １～3人 4～6人 7～10人 11～20人 21人以上 
不明 

(無回答) 

  集 計 企 業 数 
社 

(％) 

57 

(100.0) 

9 

(15.8) 

7 

(12.3) 

9 

(15.8) 

6 

(10.5) 

26 

(45.6) 

0 

(0.0) 

  平 均 従 業 者 数 人 15 3 5 9 15 49 －  

�p

 
 
 

%�

 
 
 

�ö

 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 0.4  -1.5  5.7  -5.5  -4.2  2.7   

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 3.7  0.5  3.2  9.6  3.3  4.9   

3 総 資 本 回 転 率 回 1.6  0.7  1.0  1.5  2.3  1.6   

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 83.6  96.4  92.4  88.8  90.1  72.5   

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 1.2  -0.6  1.3  3.4  -2.7  1.5   

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 2.7  0.2  1.3  6.7  1.9  3.4   

7 売 上 原 価 比 率 ％ 16.4  3.6  7.6  11.2  9.9  27.5   

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 84.5  90.6  90.6  88.6  93.8  61.8   

9 人 件 費 比 率 ％ 45.0  22.1  49.5  47.4  51.2  30.0   

10 賃 借 料 比 率 ％ 6.0  20.5  13.0  9.0  9.9  1.8   

#Õ

 
 

#Ø

 
 

�ö
 

1 従業者1人当たり年間売上高 千円 6,824 6,428 6,556 5,987 6,644 10,764  

2 従業者1人当たり年間売上総利益 千円 5,718 5,707 4,636 5,017 5,144 5,960  

3 従業者1人当たり人件費 千円 3,156 2,007 2,741 3,510 3,080 3,569  

4 売上総利益対人件費比率 ％ 56.3  36.4  59.1  59.2  60.1  56.3   

5 従業者1人当たり年間経常利益 千円 220 11 80 356 85 335  

6 有形固定資産投資効率 回 4.4  1.9  10.3  8.4  5.2  4.5   

7 椅子1台当たり年間売上高 千円 5,028 3,799 3,875 6,400 5,274 6,856  

�ó

 
 


²

 
 

�ö

 

1 流 動 比 率 ％ 152.8  26.4  62.9  167.5  159.9  181.7   

2 当 座 比 率 ％ 124.9  30.2  13.4  155.5  86.2  151.5   

3 固 定 資 産 回 転 率 回 3.5  0.9  2.2  4.2  4.8  4.2   

4 自 己 資 本 比 率 ％ 35.8  -32.8  -29.8  55.8  39.3  40.3   

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 65.8  90.3  32.5  46.9  73.3  69.2   

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 2.8  6.0  4.0  2.6  2.2  1.9   

注 「椅子1台当たり年間売上高」は、「理容業」「美容業」のみの調査である。 
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1 企業支援サービス業の経営動向(総平均) 

（1） 経営比率の特徴 

収益性に関する比率をみると、売上高増加率(4.0％)はプラス幅を拡大し、売上高総利益

率(63.5％)は 1.2ポイント、売上原価比率(36.5％)は 1.3ポイント、人件費比率(42.7％)は

0.2 ポイント、外注費比率(13.9％)は 2.6 ポイントそれぞれ改善した。一方、総資本経常利

益率(3.6％)は0.6ポイント、総資本回転率(1.6％)は0.1ポイント、売上高経常利益率(2.5％)

は 0.3ポイント、販売管理費比率(61.7％)は 1.0ポイント、材料費比率(11.2％)は 1.2ポイ

ント、賃借料比率(3.8％)は 0.3ポイントそれぞれ悪化した。また、売上高営業利益率(1.8％)

は横ばいであった。 

生産性については、従業者 1人当たり人件費(5,081千円)が 34千円、売上総利益対人件費

比率(67.6％)が 0.4ポイントとわずかに改善がみられたほかは、全て悪化した。特に、従業

者 1人当たり年間売上高(14,631千円)は 2,287千円、従業者 1人当たり有形固定資産(2,856

千円)は 672千円、有形固定資産投資効率(87.7回)は 130.6回転の減少と目立った。 

安全性については、固定長期適合率(45.9％)が 0.7ポイント改善した以外は全て悪化した。

流動比率(303.4％)は 31.6ポイント、当座比率(248.1％)は 23.5ポイント、固定資産回転率

(12.7回)は 2.2回転、自己資本比率(31.2％)は 1.0ポイント、借入金月商倍率(4.2倍)は 0.2

か月分それぞれ悪化した。 

 

（2） 黒字企業と赤字企業 

平成 27 年度の集計企業 293 社のうち、黒字企業は 240 社(81.9％)、赤字企業は 50 社

(17.1％)、経常損益が不明のため判別できなかった企業は 3社(1.0％)であった。 

収益性については、売上高総利益率、売上原価比率、外注費比率は赤字企業が黒字企業よ

り良好な値を示したが、それ以外の比率では黒字企業が赤字企業より良好な値を示した。 

生産性については、従業者 1人当たり人件費は赤字企業が黒字企業より良好な値を示した

が、それ以外の比率では黒字企業が赤字企業より良好な値を示した。なお、従業者 1人当た

り人件費は黒字企業が赤字企業より高いものの、売上総利益対人件費比率は赤字企業より低

く、従業者 1人当たり年間売上総利益は赤字企業より高くなった。 

安全性については、流動比率、当座比率、固定長期適合率は赤字企業が黒字企業より良好

な値を示し、固定資産回転率、自己資本比率、借入金月商倍率は黒字企業が赤字企業より良

好な値を示した。 
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図表Ⅶ－1 企業支援サービス業の経営比率(総平均) 

 

調査年度 
項  目 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 
 

黒字企業 赤字企業 

  集  計  企  業  数 社 285 288 293 
240 

(81.9％) 

50 

(17.1％) 

  平  均  従  業  者  数 人 66 58 60 67 26 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 3.3 2.7 4.0 6.9 -10.9 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 3.3 4.2 3.6 6.9 -12.7 

3 総 資 本 回 転 率 回 1.6 1.7 1.6 1.7 1.3 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 62.6 62.3 63.5 63.1 65.9 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 2.1 1.8 1.8 4.4 -11.4 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 2.5 2.8 2.5 5.2 -11.3 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 37.3 37.8 36.5 36.9 34.1 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 61.5 60.7 61.7 58.9 76.5 

9 人 件 費 比 率 ％ 44.4 42.9 42.7 42.0 46.6 

10 外 注 費 比 率 ％ 15.8 16.5 13.9 14.7 10.8 

11 材 料 費 比 率 ％ 10.9 10.0 11.2 10.5 13.3 

12 賃 借 料 比 率 ％ 3.2 3.5 3.8 3.2 6.8 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 15,952 16,918 14,631 15,436 10,875 

2 従業者 1 人当たり年間売上総利益 千円 7,827 7,830 7,763 8,178 5,934 

3 従業者 1 人当たり人件費 千円 5,118 5,115 5,081 5,237 4,426 

4 売上総利益対人件費比率 ％ 68.9 68.0 67.6 66.3 74.9 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 462 456 434 715 -868 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 173.5 218.3 87.7 96.8 45.4 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 3,364 3,528 2,856 2,952 2,480 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 324.7 335.0 303.4 295.1 341.8 

2 当 座 比 率 ％ 255.3 271.6 248.1 247.2 251.9 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 13.1 14.9 12.7 13.0 11.4 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 30.5 32.2 31.2 32.4 23.3 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 43.6 46.6 45.9 46.8 40.7 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 4.3 4.0 4.2 4.1 5.2 

注 平成27年度の集計対象企業(293社)のうち、経常損益不明3社(1.0％)は、黒字企業と赤字企業[合

計290社(99.0％)]には含まれていない。 
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（3） (参考)中央値(メジアン)でみた場合 

単純平均に加え、参考までに中央値(メジアン)でみた場合の値をみる(図表Ⅶ－2)。中央

値(メジアン)は中位数ともいい、変量を昇順か降順に並べてちょうど真ん中に来た変量を表

す。 

 

 

なお、売上原価比率、販売管理費比率、人件費比率、外注費比率、材料費比率、賃借料比率、

従業者 1人当たり人件費、売上総利益対人件費比率、固定長期適合率、借入金月商倍率は数値

が低いほど良好とした。 

企業支援サービス業は限られた対象業種で実施しており、業種特性の違いにより大きな差が

生じている。そのため総平均は全体的な傾向の参考として捉えていただきたい。 

以下、業種別、従業者規模別の比率を示す。 
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図表Ⅶ－2 (参考)企業支援サービス業の経営比率(平成27年度中央値：メジアン) 

 

経常損益 

項  目 
総平均 

  

黒字企業 赤字企業 

   集  計  企  業  数 社 293 
240 

 (81.9％) 

   50 

(17.1％) 

   平  均  従  業  者  数 人 27 30 12 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 2.1 3.4 -7.8 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 2.7 3.7 -6.0 

3 総 資 本 回 転 率 回 1.4 1.5 1.3 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 64.4 64.3 67.2 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 2.0 2.8 -4.4 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 1.9 2.8 -4.3 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 35.6 35.7 32.8 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 61.0 59.8 80.1 

9 人 件 費 比 率 ％ 40.6 40.6 45.9 

10 外 注 費 比 率 ％ 6.8 8.1 1.0 

11 材 料 費 比 率 ％ 1.0 0.8 1.9 

12 賃 借 料 比 率 ％ 2.8 2.3 5.2 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 11,542 12,042 9,021 

2 従業者 1 人当たり年間売上総利益 千円 7,107 7,348 5,950 

3 従 業 者 1 人 当 た り 人 件 費 千円 5,168 5,252 4,293 

4 売 上 総 利 益 対 人 件 費 比 率 ％ 69.5 68.8 74.7 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 244 352 -531 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 12.6 12.9 13.9 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 406 429 281 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 232.4 230.4 334.5 

2 当 座 比 率 ％ 192.9 192.9 203.7 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 6.0 6.1 5.5 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 29.4 30.2 18.6 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 39.2 40.8 35.5 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 3.3 3.1 4.5 

注 集計対象企業(293社)のうち、経常損益不明3社(1.0％)は、黒字企業と赤字企業[合計290社

(99.0％)]には含まれていない。 
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2 企業支援サービス業の業種別経営比率 

(1) 企業支援サービス業の業種一覧 

  

39100 ソフトウェア業 

39200 情報処理・提供サービス業 

40100 インターネット附随サービス業 

41100 映像情報制作・配給業 

41400 出版業 

44000 運送業 

70220 建設機械器具賃貸業 

72600 デザイン業 

73100 広告業 

88000 廃棄物処理業 

89100 自動車整備業 

91100 職業紹介業 

91200 人材派遣業 

92210 ビルメンテナンス業 
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(2) 企業支援サービス業の経営比率 

 39100 ソフトウェア業 

調査年度 
項  目 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

  集 計 企 業 数 社 61 78 64 14 78 

   平  均  従  業  者  数 人 50 51 59 15 26 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 7.4  7.2 11.1 -14.9 1.1 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 6.8  4.2 7.8 -17.0 2.8 

3 総 資 本 回 転 率 回 1.7  1.8 1.9 1.4 1.7 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 73.0  71.3 69.1 81.8 71.5 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 4.2  1.6 4.2 -12.3 2.1 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 4.1  1.3 4.6 -16.1 1.8 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 27.0  28.7 30.9 18.2 28.5 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 68.6  69.1 64.7 92.3 66.9 

9 人 件 費 比 率 ％ 52.1  48.9 48.9 48.4 48.0 

10 外 注 費 比 率 ％ 21.1  18.3 20.9 7.1 18.8 

11 材 料 費 比 率 ％ 3.7  8.0 7.1 11.6 0.6 

12 賃 借 料 比 率 ％ 3.0  3.9 3.2 7.3 2.6 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 11,784  10,940 12,049 6,026 9,115 

2 従業者 1 人当たり年間売上総利益 千円 7,645  6,666 7,204 4,349 6,632 

3 従 業 者 1 人 当 た り 人 件 費 千円 5,326  4,763 5,127 3,064 5,180 

4 売 上 総 利 益 対 人 件 費 比 率 ％ 71.9  72.0 72.7 67.8 77.8 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 511  249 534 -992 159 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 517.4  179.0 200.8 34.8 64.1 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 686  429 358 740 75 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 377.4  299.4 318.8 205.1 239.3 

2 当 座 比 率 ％ 351.3  251.2 264.3 187.9 214.2 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 18.3  17.0 17.6 13.8 10.0 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 28.5  27.8 30.7 10.9 28.2 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 29.6  28.7 29.4 23.9 25.5 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 3.4  3.1 2.9 4.4 2.6 
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 39200 情報処理・提供サービス業 

調査年度 
項  目 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

  集 計 企 業 数 社 15 17 13 3 17 

   平 均 従 業 者 数 人 86 36 34 8 16 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 2.1  15.5 16.3 7.3 6.3 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 5.2  -3.2 8.9 -55.8 2.1 

3 総 資 本 回 転 率 回 2.0  1.7 1.8 1.7 1.4 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 65.5  69.7 69.3 71.1 74.4 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 3.3  -0.5 6.2 -44.0 1.6 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 4.5  2.4 6.7 -25.2 1.7 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 34.5  30.3 30.7 28.8 25.6 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 60.8  69.8 62.4 110.9 72.5 

9 人 件 費 比 率 ％ 49.2  46.2 43.4 56.8 47.6 

10 外 注 費 比 率 ％ 19.8  12.9 12.9 12.7 8.1 

11 材 料 費 比 率 ％ 2.9  14.0 13.4 16.1 1.4 

12 賃 借 料 比 率 ％ 4.3  4.5 4.2 5.9 3.6 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 16,998  12,888 14,645 6,448 11,143 

2 従業者1人当たり年間売上総利益 千円 7,530  7,863 8,978 4,518 7,955 

3 従 業 者 1 人 当 た り 人 件 費 千円 6,215  5,490 5,535 5,340 4,811 

4 売 上 総 利 益 対 人 件 費 比 率 ％ 74.4  66.7 62.8 109.8 73.1 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 449  -7 495 -1,678 142 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 242.5  37.1 40.7 5.5 23.6 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 390  620 772 184 216 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 286.7  265.0 250.1 272.9 199.1 

2 当 座 比 率 ％ 216.2  222.1 216.6 245.6 151.3 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 29.0  16.5 13.8 34.3 10.4 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 26.6  12.4 12.8 -12.1 39.4 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 30.6  33.1 36.4 10.9 31.4 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 2.2  4.6 3.6 9.0 3.2 

注1 集計企業数のうち、経常損益不明企業は、黒字企業と赤字企業には含まれていない。 

注2 表中の「X」は集計企業数1社のため公表しない比率である。 
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40100 インターネット附随サービス業 41100 映像情報制作・配給業 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   
平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 
黒字企業 赤字企業 

参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

5  3 3 0 3 9  8 6 1 8 

41  16 16  13 29  32 25 X 31 

1.9  -1.3 -1.3  -3.4 0.1  -6.7 -4.0 -29.8 -3.3 

5.6  11.3 11.3  1.8 4.2  4.0 4.9 -1.4 0.9 

2.2  1.9 1.9  1.9 1.5  1.4 1.6 0.5 1.4 

73.1  74.4 74.4  74.4 68.2  66.3 69.1 － 74.4 

3.3  7.1 7.1  2.0 3.0  1.2 2.3 -4.3 0.8 

3.3  6.3 6.3  0.9 2.7  1.6 2.3 -3.0 1.3 

26.9  25.6 25.6  25.6 31.8  33.7 30.9 － 25.6 

69.8  72.5 72.5  72.5 65.4  64.3 66.7 － 71.1 

46.7  58.4 58.4  58.4 43.0  44.1 47.9 － 42.1 

14.3  2.0 2.0  2.0 19.4  16.0 18.6 － 11.1 

2.8  9.7 9.7  9.7 7.0  12.6 3.7 － 0.2 

2.5  2.7 2.7  2.7 6.2  5.2 5.3 － 4.8 

13,359  9,734 9,734  9,274 14,473  16,183 16,039 X 19,017 

9,562  6,542 6,542  6,542 9,293  10,097 10,367 X 8,472 

6,154  5,141 5,141  5,141 5,550  6,238 6,677 X 5,325 

64.8  78.6 78.6  78.6 63.4  66.3 70.3 － 76.2 

364  715 715  87 938  -108 263 X 275 

157.3  30.8 30.8  1,242.4 15.6  16.8 18.5 － 6.3 

430  70 70  3 4,020  4,535 5,766 X 1,053 

197.4  378.0 378.0  246.8 324.2  356.1 315.1 548.4 382.2 

211.1  303.0 303.0  214.9 307.0  284.2 272.6 263.3 328.0 

15.0  26.3 26.3  27.2 5.9  7.2 7.2 1.8 5.2 

29.7  10.3 10.3  3.6 22.2  26.5 15.6 77.1 20.4 

48.2  7.4 7.4  7.4 48.7  42.8 51.6 30.8 30.8 

2.3  4.2 4.2  5.4 5.8  6.8 7.3 － 5.0 
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 41400 出版業 

調査年度 
項  目 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

  集 計 企 業 数 社 21 20 13 7 20 

   平 均 従 業 者 数 人 31 24 26 20 21 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ -1.0  -8.1 0.0 -23.1 -5.7 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 3.8  0.1 5.0 -9.1 1.5 

3 総 資 本 回 転 率 回 0.8  0.7 0.8 0.6 0.7 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 52.1  53.7 54.5 52.4 54.4 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 3.1  -3.5 3.7 -16.8 1.8 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 4.0  -1.4 6.8 -16.5 2.4 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 48.7  46.3 45.5 47.6 45.6 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 48.9  57.2 50.2 69.2 52.4 

9 人 件 費 比 率 ％ 27.0  33.1 27.7 41.6 28.7 

10 外 注 費 比 率 ％ 21.0  26.7 25.8 28.6 24.6 

11 材 料 費 比 率 ％ 19.3  15.8 9.2 29.0 10.8 

12 賃 借 料 比 率 ％ 3.3  3.8 2.9 5.2 3.1 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 25,889  24,509 28,976 16,212 20,796 

2 従業者 1 人当たり年間売上総利益 千円 9,993  9,826 11,427 7,538 11,213 

3 従 業 者 1 人 当 た り 人 件 費 千円 5,834  6,307 6,860 5,439 6,216 

4 売 上 総 利 益 対 人 件 費 比 率 ％ 52.3  60.1 48.1 79.1 54.9 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 491  -44 1,038 -1,746 422 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 428.2  78.7 92.3 57.4 18.1 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 3,725  4,399 5,556 2,417 384 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 314.3  358.5 308.7 450.9 252.5 

2 当 座 比 率 ％ 174.8  186.9 144.4 265.9 139.4 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 10.5  9.3 6.9 13.1 7.0 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 29.1  27.6 30.1 22.9 29.4 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 32.6  35.2 34.6 36.3 43.7 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 7.1  8.0 7.7 8.7 8.1 

注 集計企業数のうち、経常損益不明企業は、黒字企業と赤字企業には含まれていない。 
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44000 運送業 70220 建設機械器具賃貸業 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   
平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 
黒字企業 赤字企業 

参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

27  25 20 4 25 24  22 20 2 22 

103  86 96 41 69 30  27 27 28 24 

2.1  7.5 4.6 21.7 3.9 4.2  6.8 7.2 2.7 8.4 

1.5  2.1 3.4 -4.6 2.4 3.8  4.7 5.3 -1.9 4.4 

1.6  1.6 1.5 2.2 1.4 0.7  0.8 0.8 0.8 0.7 

58.8  57.9 56.8 64.4 55.1 50.0  54.5 54.8 52.2 50.0 

1.6  2.0 2.3 0.1 1.9 3.9  6.3 7.8 -8.8 5.5 

1.6  1.8 2.6 -2.0 1.5 5.8  8.2 9.4 -4.0 7.0 

41.2  42.1 43.2 35.6 44.9 50.0  45.5 45.2 47.8 50.0 

60.8  56.0 54.5 64.4 52.8 46.4  48.1 46.8 61.0 41.1 

48.4  40.2 40.6 38.5 39.8 29.5  28.6 27.4 38.6 28.6 

21.6  15.2 19.5 0.6 2.9 10.7  6.6 7.1 2.5 1.5 

5.7  5.1 5.2 6.3 0.0 21.1  19.1 20.3 9.1 13.7 

2.2  2.6 1.8 6.9 1.1 3.1  3.6 3.0 8.8 2.9 

11,979  12,956 13,713 9,019 10,700 24,895  23,178 24,403 12,153 22,618 

5,881  6,114 6,062 6,016 5,980 11,080  11,283 11,957 5,556 12,311 

4,736  4,377 4,513 3,466 4,557 6,328  6,249 6,526 4,032 6,426 

78.7  73.5 74.3 70.4 78.1 58.4  54.1 52.0 71.6 55.7 

202  327 425 -166 199 1,563  1,631 1,868 -386 1,451 

11.6  9.7 10.4 8.1 1.7 1.7  1.8 1.9 1.0 0.7 

3,880  4,010 4,560 1,170 1,746 15,578  9,298 9,836 5,802 10,807 

286.0  279.7 278.0 312.6 239.0 277.5  292.2 302.6 94.8 230.2 

262.8  246.4 254.9 225.1 218.5 257.4  269.0 278.2 92.7 213.6 

5.3  10.7 11.8 7.1 3.7 1.4  2.1 2.1 1.9 1.2 

23.2  23.5 28.1 -4.5 20.9 41.5  44.7 41.7 75.3 45.8 

61.1  58.8 60.0 38.4 65.2 82.5  71.5 72.3 64.4 75.5 

4.4  4.5 4.9 3.4 4.1 5.1  6.0 6.7 0.1 4.8 
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 72600 デザイン業 

調査年度 
項  目 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

  集 計 企 業 数 社 15 11 10 1 11 

   平 均 従 業 者 数 人 12 15 15 X 11 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 0.5  -0.3 2.4 -27.4 -3.6 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 4.7  9.8 11.3 -4.9 7.0 

3 総 資 本 回 転 率 回 1.9  2.2 2.2 2.2 2.2 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 66.7  76.3 79.6 46.7 86.2 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ -0.3  4.7 5.4 -2.2 6.2 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 0.2  5.1 5.8 -2.2 5.7 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 33.3  23.7 20.4 53.3 13.8 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 66.4  71.9 74.4 48.9 80.3 

9 人 件 費 比 率 ％ 43.3  47.6 49.7 28.8 51.6 

10 外 注 費 比 率 ％ 17.4  8.1 9.0 0.3 0.3 

11 材 料 費 比 率 ％ 8.8  1.8 1.8 － 0.3 

12 賃 借 料 比 率 ％ 3.9  5.3 5.3 5.6 5.6 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 16,446  14,370 13,243 X 15,789 

2 従業者 1 人当たり年間売上総利益 千円 10,245  11,275 11,255 X 10,385 

3 従 業 者 1 人 当 た り 人 件 費 千円 6,063  6,529 6,471 X 6,805 

4 売 上 総 利 益 対 人 件 費 比 率 ％ 64.1  62.4 62.5 61.6 62.1 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 433  774 905 X 870 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 123.1  25.1 26.4 14.9 24.9 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 1,662  727 723 X 490 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 480.4  360.0 344.4 515.9 277.2 

2 当 座 比 率 ％ 319.8  329.9 312.5 503.5 244.6 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 13.9  12.4 12.1 15.5 11.3 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 31.9  36.7 38.2 21.5 21.5 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 35.2  32.5 34.0 17.2 24.2 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 3.2  2.0 1.9 3.2 2.3 

注 表中の「X」は集計企業数1社のため公表しない比率である。 
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73100 広告業 88000 廃棄物処理業 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   
平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 
黒字企業 赤字企業 

参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

19  16 12 4 16 34  42 38 4 42 

21  30 37 9 12 55  74 80 20 63 

3.4  3.1 6.3 -5.7 0.0 1.5  6.3 6.7 3.4 5.1 

3.3  4.2 6.5 -2.2 1.8 2.4  4.8 5.6 -2.9 2.8 

1.8  1.7 1.9 1.0 1.3 1.4  1.3 1.4 0.8 1.2 

27.5  29.1 28.8 29.9 25.9 66.6  62.4 61.6 69.5 63.1 

-4.1  0.2 0.8 -1.5 1.3 1.6  3.3 4.1 -4.3 2.7 

1.0  4.5 6.4 -1.4 1.0 2.2  3.8 4.7 -4.6 2.7 

72.5  70.9 71.2 70.1 74.1 33.4  37.6 38.4 30.5 36.9 

32.4  29.4 28.7 31.4 23.9 64.7  59.0 57.4 73.8 61.5 

19.4  20.6 20.0 22.3 17.9 41.3  38.3 36.2 56.5 39.3 

21.2  11.2 8.3 17.5 1.7 7.3  6.9 6.5 10.5 2.1 

8.2  28.2 40.1 0.3 33.2 8.2  10.0 10.2 8.7 0.5 

3.5  2.4 2.0 3.6 2.4 3.6  3.5 3.4 3.7 2.0 

32,965  26,103 26,893 24,325 30,060 16,173  14,242 14,758 9,732 12,865 

7,211  8,837 9,704 6,453 8,624 8,015  8,416 8,690 6,090 7,602 

4,531  5,050 5,166 4,759 5,319 4,555  4,970 4,992 4,801 5,165 

70.1  66.5 64.4 72.3 66.9 64.0  62.6 60.5 79.9 64.3 

312  875 1,250 -250 334 275  617 730 -407 288 

69.5  54.8 54.5 55.5 12.1 7.1  2.6 2.8 1.0 1.3 

3,760  3,306 1,879 7,231 802 5,834  6,398 6,274 7,417 5,611 

294.4  270.7 230.5 371.4 195.3 314.4  244.6 241.9 269.9 171.6 

193.8  198.5 204.3 183.9 190.5 265.2  221.6 223.1 207.7 155.2 

14.5  13.3 15.0 8.8 5.7 4.1  3.2 3.4 1.1 1.7 

35.9  34.1 28.4 55.3 29.9 40.1  37.7 37.7 38.4 28.5 

52.4  45.0 47.4 37.8 44.0 72.2  76.9 76.0 85.6 81.8 

4.5  4.0 3.4 5.3 3.2 5.4  5.3 5.0 7.4 4.7 
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 89100 自動車整備業 

調査年度 
項  目 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

  集 計 企 業 数 社 16 14 10 4 14 

   平 均 従 業 者 数 人 12 14 14 14 6 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ -2.5  7.3 9.0 3.6 8.9 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ -0.1  3.4 7.9 -7.7 0.8 

3 総 資 本 回 転 率 回 2.2  1.8 1.8 1.9 1.7 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 55.0  55.3 53.9 58.2 51.4 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ -0.8  1.2 3.2 -3.7 0.6 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 0.1  1.4 3.3 -3.2 0.8 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 45.0  44.7 46.1 41.8 48.6 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 54.4  53.9 49.9 61.9 54.0 

9 人 件 費 比 率 ％ 35.1  38.3 34.9 44.1 33.8 

10 外 注 費 比 率 ％ 7.2  8.2 9.5 5.5 9.2 

11 材 料 費 比 率 ％ 34.6  35.9 35.2 38.2 34.8 

12 賃 借 料 比 率 ％ 6.9  4.8 3.8 6.8 4.5 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 13,519  14,993 15,349 14,103 15,570 

2 従業者 1 人当たり年間売上総利益 千円 6,801  7,824 8,093 7,286 7,636 

3 従 業 者 1 人 当 た り 人 件 費 千円 4,040  5,236 5,259 5,195 5,411 

4 売 上 総 利 益 対 人 件 費 比 率 ％ 64.3  67.1 64.4 71.9 66.4 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 9  218 430 -312 122 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 25.6  20.3 24.9 11.1 2.8 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 4,384  5,737 6,430 4,178 3,501 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 237.7  251.3 177.8 416.6 177.0 

2 当 座 比 率 ％ 187.7  179.5 150.7 266.0 139.8 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 17.2  15.2 19.5 5.4 2.6 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 20.1  21.9 13.0 41.9 27.7 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 57.4  70.5 78.9 55.7 77.0 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 4.2  4.3 4.2 4.7 3.8 
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91100 職業紹介業 91200 人材派遣業 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   
平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 
黒字企業 赤字企業 

参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

12 11 8 3 11 17 12 10 2 12 

12 15 17 7 9 141 216 219 198 141 

-5.9  -5.6 7.4 -57.5 6.1 5.1  -3.5 4.4 -43.2 1.7 

8.4  1.2 13.8 -28.0 3.3 4.7  6.5 8.7 -4.6 7.8 

1.6  1.9 2.3 0.8 2.2 3.1  2.6 2.8 1.8 2.2 

81.7  81.2 79.8 83.9 94.2 69.0  79.8 77.5 99.9 94.2 

-3.2  -1.3 12.2 -37.2 1.5 1.2  2.6 3.6 -2.7 2.4 

0.4  -0.4 12.2 -34.1 1.4 1.6  2.5 3.6 -2.8 2.4 

18.3  18.8 20.2 16.1 5.8 31.0  20.2 22.5 0.1 5.8 

83.9  85.0 67.0 121.1 89.5 72.1  76.4 73.7 101.2 88.9 

47.3  55.8 49.1 67.0 58.7 62.0  67.8 65.6 87.8 78.1 

17.6  13.6 12.2 16.1 0.0 4.5  3.9 4.3 0.0 0.4 

0.4  0.0 0.1 0.0 0.0 8.0  0.4 0.4 0.0 0.0 

6.3  10.0 5.9 19.5 5.5 1.6  1.6 1.6 2.5 1.3 

12,913  11,627 12,462 9,401 9,795 23,226  14,712 16,920 3,675 6,167 

6,747  6,734 6,540 7,121 6,221 4,685  5,459 5,315 6,614 5,460 

4,132  5,196 4,875 5,730 5,102 3,713  4,280 4,089 5,809 4,533 

56.6  69.7 62.6 81.6 70.0 83.2  81.9 81.2 87.8 82.6 

-462  582 1,099 -1,488 111 475  320 397 -64 155 

29.0  107.1 138.1 29.6 30.9 599.1  358.3 310.0 696.2 265.1 

1,671  221 175 408 180 125  55 65 6 11 

596.2  371.0 315.8 591.8 243.4 268.0  336.1 341.2 310.4 246.7 

412.1  333.3 270.5 584.4 218.8 227.4  251.3 264.1 187.4 189.2 

15.2  13.7 16.7 3.2 6.8 53.2  35.9 35.1 39.2 36.1 

35.2  48.2 40.1 76.6 42.5 41.7  44.0 49.6 16.0 48.6 

24.8  36.7 34.2 45.2 30.6 15.8  16.4 14.9 23.6 11.0 

1.4  1.9 1.8 2.3 0.9 1.1  1.4 1.2 2.3 0.0 
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 92210 ビルメンテナンス業 

調査年度 
項  目 

平成 
26年度 

平成 
27年度 

   

黒字企業 赤字企業 
参考：中央値

(ﾒｼﾞｱﾝ) 

  集 計 企 業 数 社 13 14 13 1 14 

   平 均 従 業 者 数 人 181 191 204 X 105 

収 
 
 
 

益 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 1.7 0.0 0.0 0.3 -1.0 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 5.1 3.0 3.9 -7.1 1.7 

3 総 資 本 回 転 率 回 2.2 2.1 2.1 1.6 2.2 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 64.0 67.7 66.5 80.2 68.0 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 1.4 1.8 2.0 -1.8 0.8 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 2.7 2.1 2.6 -4.3 0.9 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 36.0 32.3 33.5 19.8 32.0 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 62.6 69.3 68.1 82.1 74.0 

9 人 件 費 比 率 ％ 49.2 55.7 54.8 64.9 57.6 

10 外 注 費 比 率 ％ 22.1 24.4 26.1 6.0 18.1 

11 材 料 費 比 率 ％ 5.0 1.7 1.4 4.6 0.6 

12 賃 借 料 比 率 ％ 2.0 2.4 2.4 3.2 1.7 

生 
 

産 
 

性 

1 従業者 1 人当たり年間売上高 千円 8,510 5,786 6,029 X 5,465 

2 従業者 1 人当たり年間売上総利益 千円 4,744 3,715 3,862 X 3,416 

3 従 業 者 1 人 当 た り 人 件 費 千円 3,331 2,939 3,063 X 2,902 

4 売 上 総 利 益 対 人 件 費 比 率 ％ 72.6 74.2 73.5 80.9 74.6 

5 従業者 1 人当たり年間経常利益 千円 208 136 156 X 64 

6 有 形 固 定 資 産 投 資 効 率 回 301.3 270.6 296.5 11.7 182.1 

7 従業者 1 人当たり有形固定資産 千円 1,906 274 282 X 68 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 470.1 447.5 403.4 976.7 316.3 

2 当 座 比 率 ％ 320.2 363.6 316.7 879.5 291.6 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 19.9 17.2 18.0 7.1 12.1 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 43.7 38.0 49.3 -97.7 46.9 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 32.9 26.6 26.6 － 19.2 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 2.4 2.2 2.2 － 0.7 

注 表中の「X」は集計企業数1社のため公表しない比率である。 
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3 企業支援サービス業の従業者規模別経営比率 

(1) 平成27年度単純平均 

従業者数 

項 目 
総平均 １～10人 11～30人 31～50人 51～100人 101人以上 

不明 
(無回答) 

 集 計 企 業 数 
社 

(％) 

293 

(100.0) 

70 

(23.9) 

91 

(31.1) 

31 

(10.6) 

47 

(16.0) 

47 

(16.0) 

7 

( 2.4) 

 平 均 従 業 者 数 人 60 6 19 40 72 221 － 

収 
 
 
 
 

益 
 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 4.0 3.6 5.3 4.3 4.9 1.5 -0.7 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 3.6 1.1 5.7 1.6 2.5 5.8 3.0 

3 総 資 本 回 転 率 回 1.6 1.6 1.5 1.6 1.7 1.7 1.7 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 63.5 62.2 65.2 65.8 62.9 58.9 78.6 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 1.8 -1.3 2.9 0.9 2.2 3.9 3.7 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 2.5 0.5 3.4 1.4 2.5 4.4 3.8 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 36.5 37.8 34.8 34.2 37.1 41.1 21.4 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 61.7 63.3 62.4 66.0 60.1 54.8 74.1 

9 人 件 費 比 率 ％ 42.7 36.4 43.3 45.1 44.4 46.7 47.1 

10 外 注 費 比 率 ％ 13.9 13.4 13.2 10.1 17.0 16.9 6.2 

11 材 料 費 比 率 ％ 11.2 14.9 10.5 11.2 7.0 11.0 8.8 

12 賃 借 料 比 率 ％ 3.8 6.4 3.8 3.2 2.6 1.7 4.0 

生 
 
 

産 
 
 

性 

1 従業者1人当たり年間売上高 千円 14,631 14,192 14,846 16,685 15,918 12,073 － 

2 従業者１人当たり年間売上総利益 千円 7,763 7,392 8,506 7,723 8,181 6,313 － 

3 従業者1人当たり人件費 千円 5,081 4,461 5,233 5,510 5,588 4,857 － 

4 売上総利益対人件費比率 ％ 67.6 61.5 67.1 66.1 71.3 75.5 59.4 

5 従業者１人当たり年間経常利益 千円 434 347 537 207 467 481 － 

6 有形固定資産投資効率 回 87.7 40.0 104.0 135.4 97.3 77.4 7.7 

7 従業者１人当たり有形固定資産 千円 2,856 2,311 2,397 3,285 4,015 3,068 － 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 303.4 311.8 326.7 304.2 269.3 300.6 165.3 

2 当 座 比 率 ％ 248.1 248.5 272.6 230.0 230.4 243.2 153.9 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 12.7 17.9 11.5 12.4 8.7 13.0 5.0 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 31.2 26.0 26.6 37.2 33.7 44.7 7.5 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 45.9 34.3 45.6 48.2 51.8 48.3 72.6 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 4.2 5.1 4.3 4.3 3.7 2.7 8.2 

 

  



－ 150 － 

 

(2) (参考)平成27年度中央値(メジアン) 

従業者数 

項 目 
総平均 １～10人 11～30人 31～50人 51～100人 101人以上 

不明 
(無回答) 

 集 計 企 業 数 
社 

(％) 

293 

(100.0) 

70 

(23.9) 

91 

(31.1) 

31 

(10.6) 

47 

(16.0) 

47 

(16.0) 

7 

( 2.4) 

 平 均 従 業 者 数 人 27 5 18 41 72 180 － 

収 
 
 
 
 

益 
 
 
 
 

性 

1 売 上 高 増 加 率 ％ 2.1 2.0 0.7 -0.8 4.1 4.0 -1.3 

2 総 資 本 経 常 利 益 率 ％ 2.7 1.5 2.7 1.2 2.3 5.0 3.5 

3 総 資 本 回 転 率 回 1.4 1.4 1.4 1.5 1.5 1.5 1.0 

4 売 上 高 総 利 益 率 ％ 64.4 70.5 64.0 67.2 65.1 57.5 85.1 

5 売 上 高 営 業 利 益 率 ％ 2.0 1.2 2.5 0.9 2.1 2.9 3.7 

6 売 上 高 経 常 利 益 率 ％ 1.9 1.2 2.5 1.3 2.1 3.0 3.5 

7 売 上 原 価 比 率 ％ 35.6 29.5 36.0 32.8 34.9 42.5 14.9 

8 販 売 管 理 費 比 率 ％ 61.0 64.2 59.8 67.1 61.5 53.8 80.5 

9 人 件 費 比 率 ％ 40.6 34.3 40.6 45.2 45.9 45.0 44.6 

10 外 注 費 比 率 ％ 6.8 2.7 5.8 2.0 11.5 11.4 4.0 

11 材 料 費 比 率 ％ 1.0 3.1 1.7 0.3 0.4 0.6 3.2 

12 賃 借 料 比 率 ％ 2.8 4.6 3.3 2.4 1.8 1.2 4.1 

生 
 
 

産 
 
 

性 

1 従業者1人当たり年間売上高 千円 11,542 11,745 12,767 10,700 13,164 9,711 － 

2 従業者１人当たり年間売上総利益 千円 7,107 6,175 7,809 7,098 7,338 6,150 － 

3 従業者1人当たり人件費 千円 5,168 4,103 5,361 5,042 5,427 5,197 － 

4 売上総利益対人件費比率 ％ 69.5 62.9 68.5 70.7 74.6 79.8 57.3 

5 従業者１人当たり年間経常利益 千円 244 189 293 111 246 334 － 

6 有形固定資産投資効率 回 12.6 14.7 15.9 17.1 4.5 12.6 1.3 

7 従業者１人当たり有形固定資産 千円 406 227 405 487 1,541 526 － 

安 
 

全 
 

性 

1 流 動 比 率 ％ 232.4 234.2 241.3 272.6 195.4 241.2 197.0 

2 当 座 比 率 ％ 192.9 169.7 216.4 227.2 170.2 174.2 181.3 

3 固 定 資 産 回 転 率 回 6.0 7.6 7.0 5.5 5.5 6.1 1.4 

4 自 己 資 本 比 率 ％ 29.4 15.7 27.3 33.0 26.0 39.3 36.4 

5 固 定 長 期 適 合 率 ％ 39.2 22.3 36.8 43.1 48.7 41.6 83.2 

6 借 入 金 月 商 倍 率 倍 3.3 3.6 3.4 2.5 3.1 2.0 8.7 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅷ  調 査 票 
 

 

 

 

 

 
調
査
票 



－ 152 －

 

 

下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下 2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代  5. 70歳以上   

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1.織物･染色整理･ニット        2.外衣・シャツ   3.製材･木箱     4.かばん･袋物 

5.生活雑貨品     6.家具・建具    7.建築金物     8.紙製品・紙製容器  9.印刷      

10.写真製版     11.製本       12.化学工業    13.ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品   14.工業用ｺﾞﾑ製品 

15.窯業・土石製品  16.鉄鋼       17.非鉄金属              18.ねじ・ばね・刃物・金物   

19.金属ﾌﾟﾚｽ加工・板金        20.金属塗装・電気メッキ   21.バルブ 

22.一般産業機械                     23.生産用機械器具         24.金型    

25.計量・測定・光学機械器具      26.医療用機器            27.自動車部品      

28.電子部品･ﾃﾞﾊﾞｲｽ･電子回路         29.電気計測器・照明器具  30.情報通信機械器具 

31.食料品      32.飲料      33.がん具・運動用具        34.その他（        ）

主要取扱製品 
※ 具体的に記入 

 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（             ） 

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                             11.その他（                      ） 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（製造業） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4 月決算 平成 25年 5月～平成 26 年 4 月（※27 年 4 月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は左ページと裏面

①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一

般管理費明細、製造原価報告書：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記し

ます。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 

  
 

    

 

 

下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下 2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代  5. 70歳以上   

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1.織物･染色整理･ニット        2.外衣・シャツ   3.製材･木箱     4.かばん･袋物 

5.生活雑貨品     6.家具・建具    7.建築金物     8.紙製品・紙製容器  9.印刷      

10.写真製版     11.製本       12.化学工業    13.ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品   14.工業用ｺﾞﾑ製品 

15.窯業・土石製品  16.鉄鋼       17.非鉄金属              18.ねじ・ばね・刃物・金物   

19.金属ﾌﾟﾚｽ加工・板金        20.金属塗装・電気メッキ   21.バルブ 

22.一般産業機械                     23.生産用機械器具         24.金型    

25.計量・測定・光学機械器具      26.医療用機器            27.自動車部品      

28.電子部品･ﾃﾞﾊﾞｲｽ･電子回路         29.電気計測器・照明器具  30.情報通信機械器具 

31.食料品      32.飲料      33.がん具・運動用具        34.その他（        ）

主要取扱製品 
※ 具体的に記入 

 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（             ） 

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                             11.その他（                      ） 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（製造業） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4 月決算 平成 25年 5月～平成 26 年 4 月（※27 年 4 月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は左ページと裏面

①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一

般管理費明細、製造原価報告書：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記し

ます。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 
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下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下 2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代  5. 70歳以上   

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1.織物･染色整理･ニット        2.外衣・シャツ   3.製材･木箱     4.かばん･袋物 

5.生活雑貨品     6.家具・建具    7.建築金物     8.紙製品・紙製容器  9.印刷      

10.写真製版     11.製本       12.化学工業    13.ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品   14.工業用ｺﾞﾑ製品 

15.窯業・土石製品  16.鉄鋼       17.非鉄金属              18.ねじ・ばね・刃物・金物   

19.金属ﾌﾟﾚｽ加工・板金        20.金属塗装・電気メッキ   21.バルブ 

22.一般産業機械                     23.生産用機械器具         24.金型    

25.計量・測定・光学機械器具      26.医療用機器            27.自動車部品      

28.電子部品･ﾃﾞﾊﾞｲｽ･電子回路         29.電気計測器・照明器具  30.情報通信機械器具 

31.食料品      32.飲料      33.がん具・運動用具        34.その他（        ）

主要取扱製品 
※ 具体的に記入 

 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（             ） 

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                             11.その他（                      ） 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（製造業） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4 月決算 平成 25年 5月～平成 26 年 4 月（※27 年 4 月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は左ページと裏面

①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一

般管理費明細、製造原価報告書：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記し

ます。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 

  
 

    

 

 

下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下 2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代  5. 70歳以上   

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1.織物･染色整理･ニット        2.外衣・シャツ   3.製材･木箱     4.かばん･袋物 

5.生活雑貨品     6.家具・建具    7.建築金物     8.紙製品・紙製容器  9.印刷      

10.写真製版     11.製本       12.化学工業    13.ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品   14.工業用ｺﾞﾑ製品 

15.窯業・土石製品  16.鉄鋼       17.非鉄金属              18.ねじ・ばね・刃物・金物   

19.金属ﾌﾟﾚｽ加工・板金        20.金属塗装・電気メッキ   21.バルブ 

22.一般産業機械                     23.生産用機械器具         24.金型    

25.計量・測定・光学機械器具      26.医療用機器            27.自動車部品      

28.電子部品･ﾃﾞﾊﾞｲｽ･電子回路         29.電気計測器・照明器具  30.情報通信機械器具 

31.食料品      32.飲料      33.がん具・運動用具        34.その他（        ）

主要取扱製品 
※ 具体的に記入 

 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（             ） 

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                             11.その他（                      ） 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（製造業） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4 月～平成 27 年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4 月決算 平成 25年 5月～平成 26 年 4 月（※27 年 4 月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は左ページと裏面

①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一

般管理費明細、製造原価報告書：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記し

ます。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 
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十億 百万 千円

十億 百万 千円

十億 百万 千円

十億 百万 千円

←

1年以内返済長期借入金は含み、役員等
からの借入金は含めない

←
固定資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

製 造 業

①　決算月

②　貸借対照表　　　

受取手形がなければ0を記入

←

決算期間が1年未満の場合は右に記入

③　１期前の売上高

④　損益計算書

← 未払金、前受金、預り金等

←

←

← 営業損失の場合は数字の前に▲

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

経常損失の場合は数字の前に▲

支払手形がなければ0を記入

← 未収金、前払金、前払費用等

※回答決算期の1期前の売上高をご記入ください

←

← 商品仕入がなければ0を記入

← 損失の場合は数字の前に▲

← 転記間違いに注意

←
(171)役員と(172)従業員の内訳を区別でき
ない場合は(171)役員報酬に一括記入

← (118)資産合計と一致

← 資本剰余金、利益剰余金等

← マイナスの場合は数字の前に▲

買掛金がなければ0を記入

記入不要

(103)

そ の 他 の 固 定 負 債

記入不要

記入不要

記入不要

(100) 【 流 動 資 産 】

(101) 現 金 及 び 預 金

(102)

役員等からの借入金は含めない←

記入不要

記入不要

記入不要

(120)

←

売掛金がなければ0を記入←

(106)

受 取 手 形

売 掛 金

記入不要

仕 掛 品

そ の 他 の 流 動 資 産

（無形固定資産）、（投資その他の資産）

←

←

H　　　　 年　　　　月　　～　　H　 　　　年　　　　月

(コード) 科目

←
流動資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

←

(129)

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

(123) 短 期 借 入 金

【 繰 延 資 産 】

(109)

支 払 手 形

(108)

(119)

←

(121)

(191)

(122)

(148) 純 資 産 合 計

(139)

(149)

(142) そ の 他 の 純 資 産

固定負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

【 流 動 負 債 】

(104)(105)(106)棚卸資産の科目が分かれ
ていない場合は棚卸資産を(104)に記入

純
資
産
の
部

(150) 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負

債

の

部

(140) 【 株 主 資 本 】

(141)

そ の 他 の 株 主 資 本

(150)負債・純資産合計と一致

資 本 金

(138) 負 債 合 計
(197) 当 期 製 品 製 造 原 価

従
業
者

合
計

(165)

(コード)

(151) １ 期 前 の 【 純 売 上 高 】

(167) 期 末 製 品 ・ 商 品 棚 卸 高

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

←

(コード) 科目

(158) 【 純 売 上 高 】

(192) 期 首 製 品 ・ 商 品 棚 卸 高 記入不要

(161) 当 期 商 品 仕 入 高

(166) 当 期 製 品 製 造 原 価

記入不要

(160) 【 売 上 原 価 】

(168) 売 上 総 利 益

(171) 役 員 報 酬

(172) 従 業 員 給 料 手 当 ・ 賞 与 ← 退職(給付引当)金関連、雑給等も含む

(173) 法定福利費・福利厚生費 ← 教育費、研修費等も含む

(179) そ の 他 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 記入不要

(170) 【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

(178) 営 業 損 益

経 常 損 益

(コード) 科目

(193) 税 引 前 当 期 純 利 益 記入不要

⑤　製造原価報告書

(194) 税 引 後 当 期 純 利 益 記入不要

(188)

←

総売上高から売上値引、返品高等を控除

←
計上していないときは0、内訳が分からない
場合は＊を記入

販管費の中の外注費は含めない

← (166)当期製品製造原価と一致

記入不要

記入不要

※年平均従業者数（パート等は8時間で1人に換算）

パート・契約社員・
派遣社員等

記入不要

人

＋＝

⑥　従業者数

当 期 総 製 造 費 用

人

＋
人

記入不要

期 首 仕 掛 品 棚 卸 高

経営者・役員 正社員

(196) 期 末 仕 掛 品 棚 卸 高

(162)

(163)

(164)

(169)

【 材 料 費 】

【 労 務 費 】

【 外 注 加 工 費 】

【 経 費 】

4月決算 (H25年5月～26年4月) 8月決算 (H25年9月～26年8月)

2月決算

12月決算

5月決算 (H25年6月～26年5月) 9月決算 (H25年10月～26年9月)

6月決算 (H25年7月～26年6月) 10月決算 (H25年11月～26年10月)

※決算月に○をしてください

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

7月決算 (H25年8月～26年7月) 11月決算 (H25年12月～26年11月) 3月決算

資

産

の

部

▲

そ の 他 の 固 定 資 産

(104)

(105)

製 品 及 び 商 品

【 固 定 負 債 】

貸 倒 引 当 金 （ ▲ ）

(131)

そ の 他 の 流 動 負 債

(130)

(118) 資 産 合 計

( 有 形 固 定 資 産 )

買 掛 金

(110) 【 固 定 資 産 】

(111)

長 期 借 入 金

●ご協力ありがとうございました。業種の平均値と貴社の数値をまとめた「経営分析結果表」をお送りいたします。

　（希望されない方は、右欄に☑をご記入ください）　希望しない□

(H26年1月～26年12月)

(H26年2月～27年1月)

(H26年3月～27年2月)

(H26年4月～27年3月)

流動負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

1月決算

人

(195)
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十億 百万 千円

十億 百万 千円

十億 百万 千円

十億 百万 千円

←

1年以内返済長期借入金は含み、役員等
からの借入金は含めない

←
固定資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

製 造 業

①　決算月

②　貸借対照表　　　

受取手形がなければ0を記入

←

決算期間が1年未満の場合は右に記入

③　１期前の売上高

④　損益計算書

← 未払金、前受金、預り金等

←

←

← 営業損失の場合は数字の前に▲

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

経常損失の場合は数字の前に▲

支払手形がなければ0を記入

← 未収金、前払金、前払費用等

※回答決算期の1期前の売上高をご記入ください

←

← 商品仕入がなければ0を記入

← 損失の場合は数字の前に▲

← 転記間違いに注意

←
(171)役員と(172)従業員の内訳を区別でき
ない場合は(171)役員報酬に一括記入

← (118)資産合計と一致

← 資本剰余金、利益剰余金等

← マイナスの場合は数字の前に▲

買掛金がなければ0を記入

記入不要

(103)

そ の 他 の 固 定 負 債

記入不要

記入不要

記入不要

(100) 【 流 動 資 産 】

(101) 現 金 及 び 預 金

(102)

役員等からの借入金は含めない←

記入不要

記入不要

記入不要

(120)

←

売掛金がなければ0を記入←

(106)

受 取 手 形

売 掛 金

記入不要

仕 掛 品

そ の 他 の 流 動 資 産

（無形固定資産）、（投資その他の資産）

←

←

H　　　　 年　　　　月　　～　　H　 　　　年　　　　月

(コード) 科目

←
流動資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

←

(129)

原 材 料 ・ 貯 蔵 品

(123) 短 期 借 入 金

【 繰 延 資 産 】

(109)

支 払 手 形

(108)

(119)

←

(121)

(191)

(122)

(148) 純 資 産 合 計

(139)

(149)

(142) そ の 他 の 純 資 産

固定負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

【 流 動 負 債 】

(104)(105)(106)棚卸資産の科目が分かれ
ていない場合は棚卸資産を(104)に記入

純
資
産
の
部

(150) 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負

債

の

部

(140) 【 株 主 資 本 】

(141)

そ の 他 の 株 主 資 本

(150)負債・純資産合計と一致

資 本 金

(138) 負 債 合 計
(197) 当 期 製 品 製 造 原 価

従
業
者

合
計

(165)

(コード)

(151) １ 期 前 の 【 純 売 上 高 】

(167) 期 末 製 品 ・ 商 品 棚 卸 高

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

←

(コード) 科目

(158) 【 純 売 上 高 】

(192) 期 首 製 品 ・ 商 品 棚 卸 高 記入不要

(161) 当 期 商 品 仕 入 高

(166) 当 期 製 品 製 造 原 価

記入不要

(160) 【 売 上 原 価 】

(168) 売 上 総 利 益

(171) 役 員 報 酬

(172) 従 業 員 給 料 手 当 ・ 賞 与 ← 退職(給付引当)金関連、雑給等も含む

(173) 法定福利費・福利厚生費 ← 教育費、研修費等も含む

(179) そ の 他 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 記入不要

(170) 【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

(178) 営 業 損 益

経 常 損 益

(コード) 科目

(193) 税 引 前 当 期 純 利 益 記入不要

⑤　製造原価報告書

(194) 税 引 後 当 期 純 利 益 記入不要

(188)

←

総売上高から売上値引、返品高等を控除

←
計上していないときは0、内訳が分からない
場合は＊を記入

販管費の中の外注費は含めない

← (166)当期製品製造原価と一致

記入不要

記入不要

※年平均従業者数（パート等は8時間で1人に換算）

パート・契約社員・
派遣社員等

記入不要

人

＋＝

⑥　従業者数

当 期 総 製 造 費 用

人

＋
人

記入不要

期 首 仕 掛 品 棚 卸 高

経営者・役員 正社員

(196) 期 末 仕 掛 品 棚 卸 高

(162)

(163)

(164)

(169)

【 材 料 費 】

【 労 務 費 】

【 外 注 加 工 費 】

【 経 費 】

4月決算 (H25年5月～26年4月) 8月決算 (H25年9月～26年8月)

2月決算

12月決算

5月決算 (H25年6月～26年5月) 9月決算 (H25年10月～26年9月)

6月決算 (H25年7月～26年6月) 10月決算 (H25年11月～26年10月)

※決算月に○をしてください

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

7月決算 (H25年8月～26年7月) 11月決算 (H25年12月～26年11月) 3月決算

資

産

の

部

▲

そ の 他 の 固 定 資 産

(104)

(105)

製 品 及 び 商 品

【 固 定 負 債 】

貸 倒 引 当 金 （ ▲ ）

(131)

そ の 他 の 流 動 負 債

(130)

(118) 資 産 合 計

( 有 形 固 定 資 産 )

買 掛 金

(110) 【 固 定 資 産 】

(111)

長 期 借 入 金

●ご協力ありがとうございました。業種の平均値と貴社の数値をまとめた「経営分析結果表」をお送りいたします。

　（希望されない方は、右欄に☑をご記入ください）　希望しない□

(H26年1月～26年12月)

(H26年2月～27年1月)

(H26年3月～27年2月)

(H26年4月～27年3月)

流動負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

1月決算

人

(195)
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下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

代表者

年 齢

1. 39歳以下    2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代      5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

 

 

卸

売

業 

 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. 織物       

5. 青果 

9. セメント•建材  

13. 鉄鋼   

17. 電気機械器具   

2. 衣料品 

6. 食料•飲料 

10. 管工機材 

14. 非鉄金属  

18. 医療用機器     

3. くつ•履物 

7. 医薬品•化粧品 

11. 家具•建具•じゅう器 

15. ねじ  

19. その他（      

4. 装身具•身の回り品

8. がん具•人形 

12. 塗料 

16. 産業機械器具 

            ） 

小

売

業 

20. 呉服・寝具    

24. 時計・宝飾・眼鏡 

28. 鮮魚  

32. 自転車 

36. ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具 

21. 男子・婦人・子供服

25. ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 

29. 野菜・果物 

33. 荒物・金物・他じゅう器

37. その他（     

22. くつ・履物  

26. 酒類 

30. 医薬品 

34. 電気機械器具   

        ） 

23. 生活用品・雑貨 

27. 食肉 

31. 紙・文房具 

35. 書籍・雑誌 

 

主要取扱 

商品・製品 

※ 具体的に記入 売場面積 

(小売業のみ)
㎡ 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ•ﾃﾞﾌﾚ)    3.為替の変動       4.政策・法規制・税制  

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減      7.消費マインド   8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし         11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                  11.その他（                      ）

 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票 流通業（卸売・小売業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 

  
 

    

 

 

下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

代表者

年 齢

1. 39歳以下    2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代      5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

 

 

卸

売

業 

 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. 織物       

5. 青果 

9. セメント•建材  

13. 鉄鋼   

17. 電気機械器具   

2. 衣料品 

6. 食料•飲料 

10. 管工機材 

14. 非鉄金属  

18. 医療用機器     

3. くつ•履物 

7. 医薬品•化粧品 

11. 家具•建具•じゅう器 

15. ねじ  

19. その他（      

4. 装身具•身の回り品

8. がん具•人形 

12. 塗料 

16. 産業機械器具 

            ） 

小

売

業 

20. 呉服・寝具    

24. 時計・宝飾・眼鏡 

28. 鮮魚  

32. 自転車 

36. ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具 

21. 男子・婦人・子供服

25. ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 

29. 野菜・果物 

33. 荒物・金物・他じゅう器

37. その他（     

22. くつ・履物  

26. 酒類 

30. 医薬品 

34. 電気機械器具   

        ） 

23. 生活用品・雑貨 

27. 食肉 

31. 紙・文房具 

35. 書籍・雑誌 

 

主要取扱 

商品・製品 

※ 具体的に記入 売場面積 

(小売業のみ)
㎡ 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ•ﾃﾞﾌﾚ)    3.為替の変動       4.政策・法規制・税制  

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減      7.消費マインド   8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし         11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                  11.その他（                      ）

 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 
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― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票 流通業（卸売・小売業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 
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下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

代表者

年 齢

1. 39歳以下    2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代      5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

 

 

卸

売

業 

 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. 織物       

5. 青果 

9. セメント•建材  

13. 鉄鋼   

17. 電気機械器具   

2. 衣料品 

6. 食料•飲料 

10. 管工機材 

14. 非鉄金属  

18. 医療用機器     

3. くつ•履物 

7. 医薬品•化粧品 

11. 家具•建具•じゅう器 

15. ねじ  

19. その他（      

4. 装身具•身の回り品

8. がん具•人形 

12. 塗料 

16. 産業機械器具 

            ） 

小

売

業 

20. 呉服・寝具    

24. 時計・宝飾・眼鏡 

28. 鮮魚  

32. 自転車 

36. ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具 

21. 男子・婦人・子供服

25. ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 

29. 野菜・果物 

33. 荒物・金物・他じゅう器

37. その他（     

22. くつ・履物  

26. 酒類 

30. 医薬品 

34. 電気機械器具   

        ） 

23. 生活用品・雑貨 

27. 食肉 

31. 紙・文房具 

35. 書籍・雑誌 

 

主要取扱 

商品・製品 

※ 具体的に記入 売場面積 

(小売業のみ)
㎡ 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ•ﾃﾞﾌﾚ)    3.為替の変動       4.政策・法規制・税制  

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減      7.消費マインド   8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし         11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                  11.その他（                      ）

 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票 流通業（卸売・小売業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 

  
 

    

 

 

下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

代表者

年 齢

1. 39歳以下    2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代      5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

電話番号 －    － 

本社所在地 
※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

分析結果送付先 
※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

業

種 

 

 

卸

売

業 

 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. 織物       

5. 青果 

9. セメント•建材  

13. 鉄鋼   

17. 電気機械器具   

2. 衣料品 

6. 食料•飲料 

10. 管工機材 

14. 非鉄金属  

18. 医療用機器     

3. くつ•履物 

7. 医薬品•化粧品 

11. 家具•建具•じゅう器 

15. ねじ  

19. その他（      

4. 装身具•身の回り品

8. がん具•人形 

12. 塗料 

16. 産業機械器具 

            ） 

小

売

業 

20. 呉服・寝具    

24. 時計・宝飾・眼鏡 

28. 鮮魚  

32. 自転車 

36. ｽﾎﾟｰﾂ用品・がん具 

21. 男子・婦人・子供服

25. ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ 

29. 野菜・果物 

33. 荒物・金物・他じゅう器

37. その他（     

22. くつ・履物  

26. 酒類 

30. 医薬品 

34. 電気機械器具   

        ） 

23. 生活用品・雑貨 

27. 食肉 

31. 紙・文房具 

35. 書籍・雑誌 

 

主要取扱 

商品・製品 

※ 具体的に記入 売場面積 

(小売業のみ)
㎡ 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ•ﾃﾞﾌﾚ)    3.為替の変動       4.政策・法規制・税制  

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減      7.消費マインド   8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし         11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                  11.その他（                      ）

 

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票 流通業（卸売・小売業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 
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十億 百万 千円

十億 百万 千円 十億 百万 千円

記入不要

(294) 税 引 後 当 期 純 利 益 記入不要

記入不要

記入不要

(270) 【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

記入不要

記入不要

流 通 業 （ 卸 売 ・ 小 売 業 ）

人

＝ ＋ ＋

パート・契約社員・
派遣社員等

経常損失の場合は数字の前に▲

(279)

【 流 動 資 産 】

(201)

←

③　１期前の売上高

④　損益計算書

(260)

←

②　貸借対照表　　　

その他販売費及び一般管理費

営業損失の場合は数字の前に▲

資

産

の

部

(200)

決算期間が1年未満の場合は右に記入

記入不要

▲

損失の場合は数字の前に▲

←
(271)役員と(272)従業員の内訳を区別で
きない場合は（271）役員報酬に一括記入

←

教育費、研修費等も含む

退職(給付引当)金関連、雑給等も含む

正社員

資本剰余金、利益剰余金等

マイナスの場合は数字の前に▲

人人人

(288) 経 常 損 益

(293)

←

←

←

従業者合計

⑤　従業者数←

経営者・役員

記入不要

記入不要

(229) そ の 他 の 流 動 負 債

記入不要

記入不要

現 金 及 び 預 金

(202)

(203)

記入不要

←

←

←

← (274)

【 営 業 外 収 益 】

(278) 営 業 損 益

←

(218) 資 産 合 計

【 流 動 負 債 】

(209)

（コード） 科目

受 取 手 形

売 掛 金

(210) 【 固 定 資 産 】

(208)

純
資
産
の
部

純 資 産 合 計

【 繰 延 資 産 】

(239)

(230)

支 払 手 形

(220)

買 掛 金

(221)

(242)

(250) 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負

債

の

部

(240) 【 株 主 資 本 】

(241)

(231) 長 期 借 入 金

(249)

(248)

(251)
(H25年6月～26年5月) 1月決算

2月決算

12月決算

売 上 総 利 益

そ の 他 の 純 資 産

資 本 金

(238)

そ の 他 の 株 主 資 本

(223) 短 期 借 入 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

貸 倒 引 当 金 （ ▲ ）

【 固 定 負 債 】

(222)

(291)

(268)

（コード） 科目

(258) 【 純 売 上 高 】

(273) 法定福利費・福利厚生費

(281)

(271)

【 売 上 原 価 】

←

←

役 員 （ 店 主 ） 報 酬

(282)

賃 借 料 ・ 地 代 家 賃

←

卸売業は記入不要です←

H　　　　 年　　　　月　　～　　H　 　　　年　　　　月

そ の 他 の 流 動 資 産

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

(H25年10月～26年9月)

(H25年11月～26年10月)

(H25年12月～26年11月)

１ 期 前 の 【 純 売 上 高 】

4月決算 (H25年5月～26年4月)

5月決算

6月決算

(H26年1月～26年12月)8月決算

9月決算

（コード）

※回答決算期の1期前の売上高をご記入ください

7月決算

10月決算

11月決算

(H25年9月～26年8月)

(H25年7月～26年6月)

(H25年8月～26年7月)

※決算月に○をしてください

(H26年2月～27年1月)

(H26年3月～27年2月)

(H26年4月～27年3月)3月決算

①　決算月

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

受取手形がなければ0を記入

← 売掛金がなければ0を記入

総売上高から売上値引、返品高等を控除

未収金、前払金、前払費用等

（218）資産合計と一致

買掛金がなければ0を記入

1年以内返済長期借入金は含み、役員
等からの借入金は含めない

未払金、前受金、預り金等

役員等からの借入金は含めない

支払手形がなければ0を記入
【 営 業 外 費 用 】

(204) 商 品 ・ 製 品 (272) 従業員給料手当・賞与←
棚卸資産（材料、仕掛品、貯蔵品等）も
含む

税 引 前 当 期 純 利 益

←
流動資産の合計が下部にある決算書も
あるので、記入忘れに注意

←
流動負債の合計が下部にある決算書も
あるので、記入忘れに注意

●ご協力ありがとうございました。業種の平均値と貴社の数値をまとめた「経営分析結果表」をお送りいたします。

　（希望されない方は、右欄に☑をご記入ください）　希望しない□

←
固定負債の合計が下部にある決算書も
あるので、記入忘れに注意

（250）負債・純資産合計と一致

←

※年平均従業者数(パート等は8時間で1人に換算)

←
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十億 百万 千円

十億 百万 千円 十億 百万 千円

記入不要

(294) 税 引 後 当 期 純 利 益 記入不要

記入不要

記入不要

(270) 【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

記入不要

記入不要

流 通 業 （ 卸 売 ・ 小 売 業 ）

人

＝ ＋ ＋

パート・契約社員・
派遣社員等

経常損失の場合は数字の前に▲

(279)

【 流 動 資 産 】

(201)

←

③　１期前の売上高

④　損益計算書

(260)

←

②　貸借対照表　　　

その他販売費及び一般管理費

営業損失の場合は数字の前に▲

資

産

の

部

(200)

決算期間が1年未満の場合は右に記入

記入不要

▲

損失の場合は数字の前に▲

←
(271)役員と(272)従業員の内訳を区別で
きない場合は（271）役員報酬に一括記入

←

教育費、研修費等も含む

退職(給付引当)金関連、雑給等も含む

正社員

資本剰余金、利益剰余金等

マイナスの場合は数字の前に▲

人人人

(288) 経 常 損 益

(293)

←

←

←

従業者合計

⑤　従業者数←

経営者・役員

記入不要

記入不要

(229) そ の 他 の 流 動 負 債

記入不要

記入不要

現 金 及 び 預 金

(202)

(203)

記入不要

←

←

←

← (274)

【 営 業 外 収 益 】

(278) 営 業 損 益

←

(218) 資 産 合 計

【 流 動 負 債 】

(209)

（コード） 科目

受 取 手 形

売 掛 金

(210) 【 固 定 資 産 】

(208)

純
資
産
の
部

純 資 産 合 計

【 繰 延 資 産 】

(239)

(230)

支 払 手 形

(220)

買 掛 金

(221)

(242)

(250) 負 債 ・ 純 資 産 合 計

負

債

の

部

(240) 【 株 主 資 本 】

(241)

(231) 長 期 借 入 金

(249)

(248)

(251)
(H25年6月～26年5月) 1月決算

2月決算

12月決算

売 上 総 利 益

そ の 他 の 純 資 産

資 本 金

(238)

そ の 他 の 株 主 資 本

(223) 短 期 借 入 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

貸 倒 引 当 金 （ ▲ ）

【 固 定 負 債 】

(222)

(291)

(268)

（コード） 科目

(258) 【 純 売 上 高 】

(273) 法定福利費・福利厚生費

(281)

(271)

【 売 上 原 価 】

←

←

役 員 （ 店 主 ） 報 酬

(282)

賃 借 料 ・ 地 代 家 賃

←

卸売業は記入不要です←

H　　　　 年　　　　月　　～　　H　 　　　年　　　　月

そ の 他 の 流 動 資 産

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

(H25年10月～26年9月)

(H25年11月～26年10月)

(H25年12月～26年11月)

１ 期 前 の 【 純 売 上 高 】

4月決算 (H25年5月～26年4月)

5月決算

6月決算

(H26年1月～26年12月)8月決算

9月決算

（コード）

※回答決算期の1期前の売上高をご記入ください

7月決算

10月決算

11月決算

(H25年9月～26年8月)

(H25年7月～26年6月)

(H25年8月～26年7月)

※決算月に○をしてください

(H26年2月～27年1月)

(H26年3月～27年2月)

(H26年4月～27年3月)3月決算

①　決算月

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

受取手形がなければ0を記入

← 売掛金がなければ0を記入

総売上高から売上値引、返品高等を控除

未収金、前払金、前払費用等

（218）資産合計と一致

買掛金がなければ0を記入

1年以内返済長期借入金は含み、役員
等からの借入金は含めない

未払金、前受金、預り金等

役員等からの借入金は含めない

支払手形がなければ0を記入
【 営 業 外 費 用 】

(204) 商 品 ・ 製 品 (272) 従業員給料手当・賞与←
棚卸資産（材料、仕掛品、貯蔵品等）も
含む

税 引 前 当 期 純 利 益

←
流動資産の合計が下部にある決算書も
あるので、記入忘れに注意

←
流動負債の合計が下部にある決算書も
あるので、記入忘れに注意

●ご協力ありがとうございました。業種の平均値と貴社の数値をまとめた「経営分析結果表」をお送りいたします。

　（希望されない方は、右欄に☑をご記入ください）　希望しない□

←
固定負債の合計が下部にある決算書も
あるので、記入忘れに注意

（250）負債・純資産合計と一致

←

※年平均従業者数(パート等は8時間で1人に換算)

←
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下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下  2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代   5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 

※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

 

分析結果送付先 

※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. ソフトウェア      2. 情報処理・提供サービス 

3. インターネット附随サービス           4. 映像情報制作・配給     5. 出版  

6. 運送            7. 建設機械器具賃貸  8. デザイン               9. 広告 

10. 廃棄物処理      11. 自動車整備      12. 職業紹介              13. 人材派遣 

14. ビルメンテナンス  15. クリーニング     16. 理容             17. 美容  

18. 旅行               19. 不動産代理・仲介  20. 旅館              21. 飲食 

22. その他（                ） 

主要取扱 

サービス・商品 

※ 具体的に記入 

 
椅子台数 

（理容業・美容業のみ）       台 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                               11.その他（                       ）

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（サービス業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細（、製造原価報告書）：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で

転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 

  
 

    

 

 

下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下  2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代   5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 

※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

 

分析結果送付先 

※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. ソフトウェア      2. 情報処理・提供サービス 

3. インターネット附随サービス           4. 映像情報制作・配給     5. 出版  

6. 運送            7. 建設機械器具賃貸  8. デザイン               9. 広告 

10. 廃棄物処理      11. 自動車整備      12. 職業紹介              13. 人材派遣 

14. ビルメンテナンス  15. クリーニング     16. 理容             17. 美容  

18. 旅行               19. 不動産代理・仲介  20. 旅館              21. 飲食 

22. その他（                ） 

主要取扱 

サービス・商品 

※ 具体的に記入 

 
椅子台数 

（理容業・美容業のみ）       台 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                               11.その他（                       ）

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（サービス業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細（、製造原価報告書）：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で

転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 
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下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下  2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代   5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 

※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

 

分析結果送付先 

※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. ソフトウェア      2. 情報処理・提供サービス 

3. インターネット附随サービス           4. 映像情報制作・配給     5. 出版  

6. 運送            7. 建設機械器具賃貸  8. デザイン               9. 広告 

10. 廃棄物処理      11. 自動車整備      12. 職業紹介              13. 人材派遣 

14. ビルメンテナンス  15. クリーニング     16. 理容             17. 美容  

18. 旅行               19. 不動産代理・仲介  20. 旅館              21. 飲食 

22. その他（                ） 

主要取扱 

サービス・商品 

※ 具体的に記入 

 
椅子台数 

（理容業・美容業のみ）       台 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                               11.その他（                       ）

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 

 

 

㊙ 
― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（サービス業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細（、製造原価報告書）：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で

転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 

  
 

    

 

 

下記に記入又は該当する番号に○をしてください。 

代表者名 
フリガナ 

 

代表者

年 齢

1. 39歳以下  2. 40歳代  3. 50歳代 

4. 60歳代   5. 70歳以上 

記入者名 
フリガナ 

 
電話番号 －    － 

本社所在地 

※ 現在の本社所在地が、送付先と異なる場合のみ記入 

〒 

 

分析結果送付先 

※ 本社以外を希望する場合のみ記入 

〒 

 

業

種 

※右ページ宛先下部に記載の業種（売上高が最も多い部門）が異なる場合のみ該当業種に○ 

1. ソフトウェア      2. 情報処理・提供サービス 

3. インターネット附随サービス           4. 映像情報制作・配給     5. 出版  

6. 運送            7. 建設機械器具賃貸  8. デザイン               9. 広告 

10. 廃棄物処理      11. 自動車整備      12. 職業紹介              13. 人材派遣 

14. ビルメンテナンス  15. クリーニング     16. 理容             17. 美容  

18. 旅行               19. 不動産代理・仲介  20. 旅館              21. 飲食 

22. その他（                ） 

主要取扱 

サービス・商品 

※ 具体的に記入 

 
椅子台数 

（理容業・美容業のみ）       台 

従業員平均年齢 1. 29歳以下  2. 30歳代  3. 40歳代  4. 50歳代  5. 60歳以上 

問１ 回答決算期とその 1期前を比較し、売上高の変化に影響を与えた外部要因を 3つまで番号でご記入 

ください。 

1.景気動向      2.物価水準(ｲﾝﾌﾚ・ﾃﾞﾌﾚ)  3.為替の変動   4.政策・法規制・税制 

5.国内需要の増減   6.海外需要の増減     7.消費マインド  8.競合関係・競争環境 

9.消費税増税     10.なし          11.その他（              ）

回答欄    
 

問２ 貴社の従業員人材育成に関して、充実させたい能力を 3つまで番号でご記入ください。 

1.業界や製品・商品・サービスの専門知識  2.企画力・開発力   3.生産工程・店舗の改善能力 

4.品質管理・検査の知識・技能         5.営業・販売力    6.コミュニケーション能力  

7.プレゼンテーション・表現力         8.接客・マナー    9.統率力・リーダーシップ 

10.なし                               11.その他（                       ）

回答欄    
 

問３ 回答決算期末時点における貴社の状況を〔 〕からそれぞれ 1つ選んで○をしてください。 

1 資金繰り            〔  楽    普通       苦しい  〕 

2 設備や事業への投資姿勢     〔  積極的  どちらでもない  消極的  〕 

3 借入残高(回答決算期の 1期前比) 〔  増加   横ばい      減少   〕 

4 金融機関の貸出態度       〔  緩い   どちらでもない  厳しい  〕 
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― 平成２７年度 調査 ― 

東京都中小企業 

業種別経営動向調査票（サービス業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査のお願い 

この調査は、東京都が都内中小企業の経営活動の実態を計数により把握し、「東京都中小企業業種別経営動

向調査報告書」として取りまとめ、①都内中小企業の経営の参考資料、②中小企業団体や区市町村の相談機

関等の資料、③中小企業施策立案の資料、として活用することを目的に行うものです。 

調査票は、東京都より委託を受けた公益財団法人東京都中小企業振興公社によって電算機で集計された後

は厳重に保管され、当調査以外には利用しませんので、事実をありのままご記入ください。 

 

１．平成 26年 4月期決算～27年 3月期決算が対象となります（期間にご注意ください）。 

調査対象となる決算期間の例 

決算月 決算期間 

(例) 3 月決算 平成 26 年 4月～平成 27年 3 月 

(例)12月決算 平成 26 年 1月～平成 26 年 12月 

(例) 4月決算 平成 25 年 5 月～平成 26 年 4月（※27年 4月ではありません） 

 

２．裏面にご記入の際は、別紙記入要領を参照ください。なお、ご記入が困難な場合は、左ページと裏

面①決算月 ③１期前売上高 ⑤従業者数を記入し、決算書（貸借対照表、損益計算書、販売費及び

一般管理費明細（、製造原価報告書）：試算表を除く）のコピーと共にお送りください。当公社で

転記します。 

３．調査票は、平成２７年７月１０日(金)までに同封の返信用封筒（切手不要）にてご返送ください。 

４．調査の内容等、不明点がございましたら下記までお問い合わせください。 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 総合支援部新事業創出課 

事業革新係 須藤・山本・今井 電話番号 03-5822-7237 

 

事務局 

使用欄 

回収 決算書 転記 EC 
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－ 162 －

十億 百万 千円

十億 百万 千円

十億 百万 千円

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

　（希望されない方は、右欄に☑をご記入ください）　希望しない□

(H26年1月～26年12月)

(H26年2月～27年1月)

(H26年3月～27年2月)

(H26年4月～27年3月)

サ ー ビ ス 業

(492)

④　損益計算書3月決算

＋
人人人人

期首商品（材料）棚卸高

従業者合計 経営者・役員

(493) 税 引 前 当 期 純 利 益 記入不要

(494) 税 引 後 当 期 純 利 益 記入不要

正社員

⑤　従業者数

＝ ＋

← 経常損失の場合は数字の前に▲

パート・契約社員・
派遣社員等

※年平均従業者数（パート等は8時間で1人に換算）

(488) 経 常 損 益

(481) 【 営 業 外 収 益 】 記入不要

(482) 【 営 業 外 費 用 】 記入不要

← 営業損失の場合は数字の前に▲(478) 営 業 損 益

(470) 【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

(479) その他販売費及び一般管理費 記入不要

(475) 賃借料・地代家賃・リース料

←(473) 法定福利費・福利厚生費

←

←

(472) 従 業 員 給 料 手 当 ・ 賞与

← 損失の場合は数字の前に▲

← 転記間違いに注意

(471) 役 員 報 酬

(468) 売 上 総 利 益

←

(460) 【 売 上 原 価 】

記入不要

(467) 期末商品（材料）棚卸高

←

←

(461)

(463)

商 品 （ 材 料 ） 仕 入 高

直 接 人 件 費

流動負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

受取手形がなければ0を記入
(464) 外 注 費

(469) 直 接 経 費

←

←

（コード） 科目

(458) 【 純 売 上 高 】

←
固定負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

棚卸資産、未収金、前払金、前払費用等

支払手形がなければ0を記入

記入不要

買掛金がなければ0を記入

←

H　　　　 年　　　　月　　～　　H　 　　　年　　　　月

←

売掛金がなければ0を記入←

←
流動資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

9月決算 (H25年10月～26年9月)

7月決算 (H25年8月～26年7月) 11月決算 (H25年12月～26年11月)

(H25年11月～26年10月)

4月決算 (H25年5月～26年4月) 8月決算 (H25年9月～26年8月)

6月決算 (H25年7月～26年6月)

5月決算 (H25年6月～26年5月)

1年以内返済長期借入金は含み、役員等
からの借入金は含めない

←

そ の 他 の 流 動 資 産

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

未払金、前受金、預り金等

←

①　決算月

②　貸借対照表　　　

③　１期前の売上高

1月決算

12月決算

※決算月に○をしてください

2月決算

（418）資産合計と一致

← 資本剰余金、利益剰余金等

← マイナスの場合は数字の前に▲

※回答決算期の1期前の売上高をご記入ください

役員等からの借入金は含めない←

←

←

←

決算期間が1年未満の場合は右に記入

記入不要

記入不要

記入不要

記入不要

10月決算

記入不要

【 固 定 負 債 】(430)

(431)

(423)

そ の 他 の 固 定 負 債

(421)

記入不要

支 払 手 形

記入不要

(403)

▲

(429)

【 流 動 負 債 】

そ の 他 の 流 動 負 債

(400) 【 流 動 資 産 】

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

(402)

（ 有 形 固 定 資 産 ）

(409)

短 期 借 入 金

(411)

(422)

(420)

【 繰 延 資 産 】

(419)

(491)

（コード） 科目

貸 倒 引 当 金 （ ▲ ）

(401)

売 掛 金

資

産

の

部

受 取 手 形

そ の 他 の 固 定 資 産

(410) 【 固 定 資 産 】

(418)

(408)

純
資
産
の
部

(450) 負 債 ・ 純 資 産 合 計

(440) 【 株 主 資 本 】

(441)

(449)

そ の 他 の 純 資 産

資 本 金

(448) 純 資 産 合 計

長 期 借 入 金

(438) 負 債 合 計

(439)

そ の 他 の 株 主 資 本

(442)

（450）負債・純資産合計と一致

←

買 掛 金

（コード）

← （無形固定資産）、（投資その他の資産）

←

(451) １ 期 前 の 【 純 売 上 高 】

←
固定資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

●ご協力ありがとうございました。業種の平均値と貴社の数値をまとめた「経営分析結果表」をお送りいたします。

仕掛品でなく「商品（材料）」の期首棚卸高

← 商品（材料）仕入がなければ0、不明なら＊を記入

仕掛品でなく「商品（材料）」の期末棚卸高

負

債

の

部

総売上高から売上値引、返品高等を控除

製造原価報告書では【労務費】。直接人件
費がなければ0、内訳不明なら＊を記入
販管費の中の外注費は含めない。外注費が
なければ0、内訳不明なら＊を記入

(471)役員と(472)従業員の内訳を区別できな
い場合は（471）役員報酬に一括記入

退職(給付引当)金関連、雑給等も含む

教育費、研修費等も含む
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－ 163 －

十億 百万 千円

十億 百万 千円

十億 百万 千円

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

　（希望されない方は、右欄に☑をご記入ください）　希望しない□

(H26年1月～26年12月)

(H26年2月～27年1月)

(H26年3月～27年2月)

(H26年4月～27年3月)

サ ー ビ ス 業

(492)

④　損益計算書3月決算

＋
人人人人

期首商品（材料）棚卸高

従業者合計 経営者・役員

(493) 税 引 前 当 期 純 利 益 記入不要

(494) 税 引 後 当 期 純 利 益 記入不要

正社員

⑤　従業者数

＝ ＋

← 経常損失の場合は数字の前に▲

パート・契約社員・
派遣社員等

※年平均従業者数（パート等は8時間で1人に換算）

(488) 経 常 損 益

(481) 【 営 業 外 収 益 】 記入不要

(482) 【 営 業 外 費 用 】 記入不要

← 営業損失の場合は数字の前に▲(478) 営 業 損 益

(470) 【 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 】

(479) その他販売費及び一般管理費 記入不要

(475) 賃借料・地代家賃・リース料

←(473) 法定福利費・福利厚生費

←

←

(472) 従 業 員 給 料 手 当 ・ 賞与

← 損失の場合は数字の前に▲

← 転記間違いに注意

(471) 役 員 報 酬

(468) 売 上 総 利 益

←

(460) 【 売 上 原 価 】

記入不要

(467) 期末商品（材料）棚卸高

←

←

(461)

(463)

商 品 （ 材 料 ） 仕 入 高

直 接 人 件 費

流動負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

受取手形がなければ0を記入
(464) 外 注 費

(469) 直 接 経 費

←

←

（コード） 科目

(458) 【 純 売 上 高 】

←
固定負債の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

棚卸資産、未収金、前払金、前払費用等

支払手形がなければ0を記入

記入不要

買掛金がなければ0を記入

←

H　　　　 年　　　　月　　～　　H　 　　　年　　　　月

←

売掛金がなければ0を記入←

←
流動資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

9月決算 (H25年10月～26年9月)

7月決算 (H25年8月～26年7月) 11月決算 (H25年12月～26年11月)

(H25年11月～26年10月)

4月決算 (H25年5月～26年4月) 8月決算 (H25年9月～26年8月)

6月決算 (H25年7月～26年6月)

5月決算 (H25年6月～26年5月)

1年以内返済長期借入金は含み、役員等
からの借入金は含めない

←

そ の 他 の 流 動 資 産

※百円単位で四捨五入し、千円単位でご記入ください

未払金、前受金、預り金等

←

①　決算月

②　貸借対照表　　　

③　１期前の売上高

1月決算

12月決算

※決算月に○をしてください

2月決算

（418）資産合計と一致

← 資本剰余金、利益剰余金等

← マイナスの場合は数字の前に▲

※回答決算期の1期前の売上高をご記入ください

役員等からの借入金は含めない←

←

←

←

決算期間が1年未満の場合は右に記入

記入不要

記入不要

記入不要

記入不要

10月決算

記入不要

【 固 定 負 債 】(430)

(431)

(423)

そ の 他 の 固 定 負 債

(421)

記入不要

支 払 手 形

記入不要

(403)

▲

(429)

【 流 動 負 債 】

そ の 他 の 流 動 負 債

(400) 【 流 動 資 産 】

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

(402)

（ 有 形 固 定 資 産 ）

(409)

短 期 借 入 金

(411)

(422)

(420)

【 繰 延 資 産 】

(419)

(491)

（コード） 科目

貸 倒 引 当 金 （ ▲ ）

(401)

売 掛 金

資

産

の

部

受 取 手 形

そ の 他 の 固 定 資 産

(410) 【 固 定 資 産 】

(418)

(408)

純
資
産
の
部

(450) 負 債 ・ 純 資 産 合 計

(440) 【 株 主 資 本 】

(441)

(449)

そ の 他 の 純 資 産

資 本 金

(448) 純 資 産 合 計

長 期 借 入 金

(438) 負 債 合 計

(439)

そ の 他 の 株 主 資 本

(442)

（450）負債・純資産合計と一致

←

買 掛 金

（コード）

← （無形固定資産）、（投資その他の資産）

←

(451) １ 期 前 の 【 純 売 上 高 】

←
固定資産の合計が下部にある決算書もある
ので、記入忘れに注意

●ご協力ありがとうございました。業種の平均値と貴社の数値をまとめた「経営分析結果表」をお送りいたします。

仕掛品でなく「商品（材料）」の期首棚卸高

← 商品（材料）仕入がなければ0、不明なら＊を記入

仕掛品でなく「商品（材料）」の期末棚卸高

負

債

の

部

総売上高から売上値引、返品高等を控除

製造原価報告書では【労務費】。直接人件
費がなければ0、内訳不明なら＊を記入
販管費の中の外注費は含めない。外注費が
なければ0、内訳不明なら＊を記入

(471)役員と(472)従業員の内訳を区別できな
い場合は（471）役員報酬に一括記入

退職(給付引当)金関連、雑給等も含む

教育費、研修費等も含む
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